
 

 

「府立大生のための PC 活用講座」お申し込みをご検討の皆様へ（概要書面）  

 

「府立大生のための PC 活用講座」（以下、「本講座」といいます）のお申し込みにあたっては、事前に下記事項を必ずご確認いただきますよう

お願いいたします。   

京都府立医科大学京都府立大学生活協同組合 

京都府立大学事業所 

（住所）〒606-0823  

京都市左京区下鴨半木町 1-5 

TEL：075-723-7263 

 

 

【ご確認事項】   

本講座は、大学生にとって必要なパソコンスキルを修得することを目的として、講義と教材を提供 し、講座での諸活動を通じてその実現をはかります。 

講座の実施にあたっては京都府立医科大学京都府立大学生活協同組合 講座事務局（以下「講座事務局」）が運営にあたります。   

1.  役務の内容及びご購入いただく商品、及びその費用については以下の通りです。（単位：円／消費税含む）   

 

 

⚫  上記受講料は、ご入学予定の各大学生協の定める方法及び期限によりお支払い下さい。   

2.  本講座は 2024 年 ４ 月～2024 年 ５月までの期間で開講し、受講いただきます。   

3.  本講座に参加するための機器は受講生が用意するものとします。   

4.   本講座に関わるテキスト・配布資料・その他の印刷物、音源・画像・動画データなど（以下、「教材」といいます）を講座事務局に無断で複製・複写・中継す 

ることは一切できません。また、講座の様子を講座事務局の許可 なく個人で収録・再配布・上映することは一切できません。   

5.  本講座は京都府立大学の大学生協組合員が参加することができ、これを受講する権利を他人に譲渡することはできません。  

 6.  中途解約に関する事項   

(１)  第 1 回講座の開始前までの契約解除の場合、受講料から違約金 3,300 円、及び使用された教材がある場合はその価格相当額を差し引いて  

返金いたします。   

(2)  第 1 回講座開始後の契約解除の場合、受講料（教材代金含む）から以下を差し引いた金額を返金いたします。   

①  解約申し出日までに実施された講座の対価に相当する講座受講料   

②  テキスト・教材費   

③  初期費用   

④  取消料として、受講料から①②③を控除した残額の 20％に相当する金額   

7.  本講座では欠席者への提供や受講生への復習用に加え、講座の品質管理，効果測定，及びその他の教育的目的と普及のために、録音・録画・  

撮影を行うことがあります。これらは原則として講座内及び事務局・講師の管理の下でのみ視聴できるものとします。但し、普及広報目的の場合に限

り、申込者は撮影・録音の事前に書面を提出することにより、撮影・録音した画像・音声の利用を個人の特定ができない状態にすることを申し出るこ

とができるものとします。   

８.  本講座の受講によって機器・ソフトウエア・データ等に損害が生じた場合、対象物及び理由の如何を問わず弊会はその責を負いません。   

９.   本講座の受講日や実施場所や軽微な役務の変更がある場合は、京都府立大学生協の PC活用講座WEBページへ掲示、及び受講者宛メール等 

の電子的手段にて告知を行います。   

10.  本講座の運営に関する個人情報は、京都府立医科大学京都府立大学生活協同組合の個人情報保護方針に則って管理します。   

11.  この書面に記載のない事項については約款の定めによります。   

以上 

 

講座（全 ６ 回／京都府立大学内開催）   23,４00   オリジナルテキスト・教材費   1,６00   

初期費用   5,000   受講料合計   ３０,０00   

※内容を十分お確かめ下さい   



 

 

 

京都府立医科大学京都府立大学生活協同組合   講座約款 B  

 

第１条（適用範囲）   

本約款は京都府立医科大学京都府立大学生活協同組合（略称:以下当生協という）が実施する講座・セミナー

（以下本講座という）に適用される契約条件を定めたものです。本約款に定めのない事項については、当該

の講座受講案内及び申込書類等（以下申込書類という）の定めによるものとし ます。   

2 本約款を適用する講座は、当生協の web ページにて告知するものとします。   

3 各講座に付随するオプション講座についても本約款を適用するものとします。   

    

第２条（契約の成立）   

本講座の申込者（以下申込者という）は、本約款及び申込書類の内容を承諾の上、当生協に対して受講 の申

込を行い、当生協がこれを受諾した時点で受講契約が成立するものとします。   

    

第３条（受講料の支払い）   

申込者は申込書類に記載された受講料、教材費等の費用（以下受講費用という）を、当生協が指定した 方法

により、当生協が指定した期日までに支払うものとします。支払いがなされない場合、当生協は契約を解除

することができるものとします。   

    

第４条（役務の提供）   

当生協は、申込者に対して申込書類に記載した役務を提供するものとします。   

    

第５条（受講開始日）   

本講座の受講開始日は、申込者の受講の有無にかかわらず、申込書類に記載された日付とします。   

    

第６条（実施場所）   

本講座の実施場所は、申込書類で定めるものとします。   

    

第７条（提供する役務の変更）   

当生協は、事前に申込者へ告知することで本講座の受講日及び実施場所、提供する役務の軽微な内容を 変

更することができるものとします。   

    

第８条（受講期間・回数・形態）   

本講座の受講期間、回数、形態、その他の諸条件（最少実施人数など）は、申込書類に記載するもの とし、申

込者は、申込書類に記載された受講期間及び回数に限り受講できるものとします。  

  



 

第９条（中途解約）   

本契約の成立後であっても、申込者は書面を提出することにより本契約を中途解約することができる ものと

します。   

2 申込者から前項の申し出があった場合、当生協は以下の定めによる受講費用の返還を行うものとします。 

（１）受講開始日前の場合   

   受領済み受講費用から、以下の金額を控除した残額   

      ａ）申込書類等で定める違約金   

      ｂ）使用済みの教材費   

（２）受講開始日以降の場合   

   受領済み受講費用から、以下の金額を控除した残額   

      ａ）実施済み講座回数×受講単価   

      ｂ）申込書類等で定める初期費用           

ｃ）使用済みの教材費   

    ｄ）解約手数料として、受講費用からａ）ｂ）ｃ）を控除した残額の 20%相当額、または 50,000 円のいず 

れか低い金額   

３ 返還先は申込者の指定する銀行口座への振込を原則とします。但し、申込者が未成年の場合は保護 者名義

の口座への返還とします。   

４ 申込者は出席の有無にかかわらず、実施済みの講座についての受講料の返還を請求することは出来 ない

ものとします。   

    

第１０条（受講の権利）   

申込者は、本講座を受講する権利を他者に譲渡することはできません。   

2 申込者は、本講座に関わる教材・テキスト・データ・その他講座内で提供される物を、媒体如何に関 わらず当

生協に無断で複製・複写・上映・販売することは一切できません。   

    

第１１条（個人情報保護）   

収集した申込者の個人情報は、当生協の個人情報保護方針 

(https://kpu.u-coop.net/about_seikyo/privacy_policy/) に則り管理されるものとします。   

    

第１２条（撮影・録音）   

当生協は、講座の撮影・録音を行うことができるものとします。   

2 撮影・録音した画像・音声は講座事務局が管理し講座の品質向上及び普及広報のために使用できるも のと

します。   

3 普及広報目的の場合に限り、申込者は事前に書面を提出することにより、撮影・録音した画像・音声 

の利用を停止することを申し出ることができるものとします。    



 

 

第１３条（損害賠償）   

本講座の実施に際し、申込者に対して生じた負傷・盗難等の損害については、原則として当生協は責任 を負

いません。但し、当生協の責めに帰すべき事由があった場合は、当該講座の受講料を限度としてこれ を賠償

します。但し、当生協に故意または重大な過失があった場合はこの限りではありません。   

    

第１４条（講座の閉鎖）   

当生協は必要と認めた場合、本講座を中止することができます。この場合、申込者は第９条２項に準じ た受

講料の返還を受けることができます。その際、当生協は違約金及び解約手数料を収受することはあり ませ

ん。   

    

第１５条（紛争の解決）   

本約款に定める事項及び、当該契約について疑義が生じた場合は、申込者と当生協とで誠意を持って協 議

をし、解決するものとします。   

2 本約款に定めのない事項については、民法及び関連する法令によるものとします。万一、申込者と当生協

とで争訟が生じた場合は、京都地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とするものとします。   

    

第１６条（本約款の変更・廃止）   

当生協は、本講座の充実・合理化、利用者の便宜向上、社会経済状況の変化への対応その他サービスの 円滑

な実施のための必要がある場合に、 本約款を変更・廃止することがあります。   

2 前項の場合、当生協は本約款を変更・廃止する旨、変更後の本約款の内容及び変更・廃止の効力発生日 に

ついて、変更・廃止の効力発生日までの間に次に定める方法を適宜活用して利用者への周知を図るも のと

します。   

（１）店舗での掲示   

（）Web サイトへの掲示   

（３）申込者への告知   

3 本規約の変更・廃止は、当生協の理事会の議決によります。   

    

第１７条（施行）   

本約款は 20２3年 12 月 １ 日から施行します。  

 


